
中小企業の事業承継の現状について 
 

平成２9年２月 

中小企業庁財務課 



（出典）総務省「経済センサス-基礎調査」「事業所・企業統計調査」総務省・経済産業省「平成24年経済センサス-活動調査」 
（注）1.企業数＝会社数＋個人事業所（単独事業所及び本所・本社・本店事業所）数とする。 
     2. 2009年、2014年経済センサス基礎調査の調査時点は7月1日であり、2012年経済センサス活動調査の調査時点は2月1日である。 
     3.経済センサスでは、商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大しており、本社等の事業主が支所等の情報も 
      一括して報告する本社等一括調査を導入しているため、「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切ではない。 
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○この15年間で約100万者減少。リーマンショック後に急減したが、直近の2年間は減少ペースが緩やかに。    

企業数の推移 
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中小企業の経営者年齢の分布（年代別） 
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(出典)中小企業庁委託「中小企業の成長と投資行動に関するアンケート調査」(2015年12月、株式会社帝国データ
バンク)、 
    (株)帝国データバンク「COSMOS1企業単独財務ファイル」、「COSMOS2企業概要ファイル」再編加工 

経営者年齢の分布及び平均引退年齢の推移 

経営者の平均引退年齢の推移 

○中小企業経営者の年齢のピークは66歳に。 

○直近の経営者の平均引退年齢は、中規模企業で67.7歳、小規模事業者では70.5歳となっている。 
⇒ 来年度から数十万の団塊経営者の引退がはじまる。 

(出典)中小企業庁委託「中小企業の事業承継に関するアンケート調査」 
    （2012年11月、(株)野村総合研究所） 
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○直近10年では法人経営者の親族内承継の割合が急減する一方、従業員や社外の第三者といった親族外

承継が大幅に増加している。 

事業承継の形態の多様化～親族外承継の増大 

経営者の在任期間別の現経営者と先代経営者との関係 
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廃業とその理由 

○60歳以上の経営者のうち、50％超が廃業を予定しており、特に個人企業においては、68％が「自分の代で
事業をやめるつもりである」と回答している。 

○廃業理由は、「当初から自分の代でやめようと思っていた」が４割で最も多く、「事業に将来性がない」と「後継
者難」がそれぞれ３割と続く。 

後継者の決定状況について 
           (n=4104) 

（出典）2016年2月 日本政策金融公庫総合研究所「中小企業の事業承継に関するインターネット調査」（再編・加工） 

廃業予定企業の廃業理由 
               (n=1929) 
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＜事業形態別の廃業予定者割合＞ 
  法人経営者：３割が廃業予定 
  個人事業者：７割が廃業予定 

28.6％ 
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 廃業予定企業の業績・将来性 

○廃業予定企業であっても、3割の経営者が、同業他社よりも良い業績を上げていると回答し、今後10年間の
将来性についても4割の経営者が少なくとも現状維持は可能と回答している。 

○事業者が事業承継を選択しない場合には、上記のような企業もそのまま廃業する可能性が高く、それにより
当該企業が維持している雇用や技術、ノウハウが失われてしまう可能性が高い。 

（出典）2016年2月 日本政策金融公庫総合研究所「中小企業の事業承継に関するインターネット調査」（再編・加工） 
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○廃業時に誰にも相談をしなかった理由を尋ねたところ、「解決するとは思えなかった」、「何とかできると思った」 、
「誰にも相談しないと決めていた」が7割を占めている。 

 廃業時に誰にも相談をしなかった理由 
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（出典）中小企業庁委託「中小企業・小規模事業者の廃業に関するアンケート調査」（2013年12月、㈱帝国データバンク） 



    センターにおける支援の流れ 
①相談対応（一次対応） 
・相談対応を通じ、事業引継ぎ支援の実施の可否を判断。 
 
②登録機関への橋渡し（二次対応） 
・相談案件をセンターの登録機関（仲介業者、金融機関
等）に取り次ぐ。 
 
③センターによるマッチング（三次対応） 
・マッチング相手がいる場合や登録機関の不調案件をセン
ターが 
 士業法人等を活用してマッチングを実施。 

支援スキーム 

事業引継ぎ 
支援センター 

（データベース） 

マッチング 
（希望条件が合致した場合） 

事業引継ぎ実現 

・後継者不在 
 中小企業等 

・譲受希望企業
等 

○後継者不在の中小企業の事業引継ぎを支援するため、平成２３年度より、中小企業のＭ＆Ａ
を行う事業引継ぎ支援事業を開始。これまでに、事業引継ぎ支援センターの全国展開を実現。 
○発足以来、約１万５千社の相談に応じ、６７２件の事業引継ぎを実現した。 

地域の公的

機関 
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平成27年度ルート別相談割合（相談全体） 

出所：中小企業引継ぎ支援全国本部 

事業引継ぎ支援センターの概要 

相談社数 事業引継ぎ件数 

年度 累計 

994  
1,634  

2,894  

4,924  4,682  

250  

1,244  

2,878  

5,772  

10,696  

15,378  

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 

4-12月 

0  17  33  

102  

209  

311  

50  

152  

361  

672  

0

100

200

300

400

500

600

700

800

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 

4-12月 

7 



事業引継ぎ支援センターの取組実績 

○引継ぎ案件の7割が第三者承継であり、また譲渡企業は従業員数10人以下が約70％を占
める。 

出所：中小企業引継ぎ支援全国本部 

平成27年度 事業引継ぎ案件の概要 

事業承継の形態 
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（サプライチェーン内で事業統合を行ったケース：製造業、従業員数約25名） 
 
 
 自動車電装品の製造を営むＡ社（Tier3）は業績悪化が続いていたが、現社長（49歳）が義父より事業を承継
し、経営改善を図ることになった。しかし、業績回復の兆しは見えず、現状維持が精いっぱいの状態であった。 
 
 さらに、景気悪化の影響により急速に経営状態が悪化し、取引銀行からの金融支援が難しくなったことから、元請先
Ｂ社（ Tier2 ）に今後の対応を相談するに至った。 
  
 事態を重く見た元請先Ｂ社は、下請のＣ社（従業員数70名、Tier3）とＣ社の取引信用金庫に支援を要請した。 
 
 Ａ社がＣ社の一部として事業継続を図るため、Ｂ社、税理士、取引信用金庫などがチームを組んで事業計画の策
定等に着手し、統合に向けて動き出した。 
 
 最終的には、Ａ社工場の賃借に加え、Ａ社所有の機械設備をＢ社が買取ったうえで賃借するなど、Ｃ社の負担を軽
くする形で事業譲渡が行われることになった。 
 
 従業員全員の雇用が維持され、より規模が大きく、収益力も高いＣ社と統合することで、安定した経営基盤で事業を
継続することができた。事業譲渡後、Ａ社の経営者はＣ社の従業員として勤務している。 

サプライチェーン内での承継支援＜事例＞ 
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事業承継ネットワーク構築事業（平成２９年度新規事業）の概要 

○円滑な事業承継を促すため、国のバックアップの下、県がリーダーシップをとり、地域の商工会・商工会議所、
金融 
 機関、士業等のネットワーク化を図る。 
○早期・計画的な事業承継準備を促すため、 「事業承継診断」の実施等を通じ、事業承継ニーズを掘り起こ
す。 
○他の支援機関、よろず支援拠点や引継ぎセンター等の公的機関と連携して事業承継をシームレスにサポー
ト。 

【かかりつけ医】 【総合医】 【専門医】 

中
小
企
業
（
経
営
者
） 

Ｍ＆Ａ等の支援が必要な場
合 
経営支援と一体となった事
業承継支援等 

事業承継診断 

意識低い 

必要に応じて事業承継診断を実施 

相談 

 
よろず支援拠点 

47ヶ所、CO47人、SCO361
人 
 
 

ＤＭによる自己診断を送付 

相談 

ミラサポ専門家派遣 
 
 
 
 

登録専門家7,466人 
（うち事業承継専門2,279人） 

（ 

 
事業引継ぎ支援センター 

 
 
 

ＰＭ29人、SＭ46人、 
専門相談員26人 
 

Ｍ＆Ａ等支援 

経営の可視化、磨き上げ、 
事業承継計画作成支援 

商工会 
1,661ヶ所、経営指導員4,104人 

士業等専門家 
 税理士 約7.4万人、 会計士 約3.5万人 
 弁護士 約3.5万人、診断士 約2.3万人 

金融機関 
約550機関、約2万店舗 
 （信金・信組で約9000店舗） 

商工会議所 
515ヶ所、経営指導員3,437人 

同業種組合 
全中会員団体 約2.7万団体 

事業承継ネットワーク 
（47都道府県毎） 

意識高い 

親族内承継が必要な場
合 

地域PF 
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都道府県、市区町村 
地域の事業承継支援策の立案・とりまとめ 

（参考）事業承継ネットワークのあり方 

○各地の事業承継ネットワークでは連絡会議を開催し、支援機関同士の意識の共有化、連携の強化を図る。 

中小機構地域本部 
診断の方法等、支援機関への研修等を実施 

＜ネットワークの構成メンバー＞ 

＜ネットワークの採択基準＞（検討中） 

事業引継ぎ支援センター 
Ｍ＆Ａ案件をフォローして支援 

再生支援協議会・よろず支援拠点等 

連携して経営支援、再生支援を提供 

事業承継ネットワーク 

中小企業 

士業等専門家 
専門的課題を伴う案件への対応等 

事務局：県振興センター等 

経済産業局 
施策情報の提供等 

商工会･商工会議所、同業種組合 
事業承継診断等を実施 

金融機関 
事業承継診断等を実施 

○主な基準 
・都道府県内支援機関の参加率（認定支援機関等） 
・事業承継診断の実施予定件数（最低限実施する診断数） 
・専門機関との連携等をはじめとする事業承継支援体制の計画  等 

○加点事由 
• 事業承継診断の実施予定件数（最低基準を超える部分） 
• 特定の地域の再編・統合も視野に入れた重点的な支援の取組 
• その他事業承継を促進させるための提案・工夫内容  等 

認定支援機関等 
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事業承継診断の進め方 

・事業承継診断は、自社の将来や望ましい承継のあり方について、経営者自身に検討するきっかけを与え、早期、かつ、計画的な 
 承継準備への取り組みを促すもの。 
・支援機関は、事業承継診断書等を活用して、意識の低い事業者に対して気付きを与え、潜在ニーズの掘り起こしを行い、適切な 
 専門家へ取り次ぐ。 

事業承継診断の流れ 

 
 
 
 
 

（気付き） 
事業承継診断書に基づく事業承継
の準備状況等の簡易チェック 
 
 
 
 
 
 
診断後、現状を把握した上で対策
の方向性を検討。 
 
 
 
 
 
診断結果等を踏まえて事業承継に
向けた準備を開始。 
（事業再生、廃業の場合もあり） 

事業承継診断 
実施 

専門家への取り次ぎ 
・ 

自らの支援を実施 

「見える化」、「磨き上げ」、事業承継計画の作成へ 

事業者への 
定期訪問 

企業の現状の把握 
・ 

支援の方向性検討 

＋ 
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第３ 下請事業者の施設又は設備の導入、技術の向上及び事業の共同化に関する事項 
（略） 
 
６） 事業継続に向けた取組 
（１）下請事業者は、事業承継計画の策定や事業引継ぎ支援センターの活用その他の方法により、事業継
続に向けた計画的な取組を行うものとする。 
（２）親事業者は、下請事業者の事業承継の状況の把握に努め、サプライチェーン全体の機能維持のために、
必要に応じて計画的な事業承継の準備を促すなど事業継続に向けた適切な対応を行うものとする。 

下請振興基準と自主行動計画 

＜下請振興基準＞ 

Ⅲ.取引先支援活動の推進 
 
（実施事項） 
（略） 
サプライチェーン全体の機能維持のために、必要に応じて、取引先の事業承継が円滑に遂行されるよう、支援す
る。 

＜自工会の自主行動計画（案）＞ 
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 事業承継対策の集中実施 

3つの重点課題 

論点 

事項 論  点 

プレ承継支援 ・全国の事業承継ネットワークによる「事業承継診断」（ﾄﾞｱﾉｯｸ・ﾂｰﾙ）を通じた早期取組の促進【５万
者/年】 
・専門家を派遣し、後継者が継ぎたくなるよう経営の見える化、磨き上げを支援 

 
承継支援 
 

・小規模案件のＭ＆Ａマーケット形成、民間の担い手育成、事業引継ぎ支援センターの体制強化
【全国のセンターで成約目標2千件/年】 
・サプライチェーンの維持・強化のために、親企業が取引先企業の事業承継を支援するよう促進。 
・地域の再編・統合を通じた強い中小企業の育成（地域ファンドの活用等） 
・後継者不在の小規模事業者と起業家とのマッチング（創業・ＵＩＪターン施策を行う市町村との連
携） 
・経営者保証ガイドラインや再生手法の活用などによる円滑な引退が可能な環境整備 

ポスト承継支援 ・承継後の経営革新や新分野展開、地域の事業統合等の促進。 

支援体制構築・強化 ・県主導の事業承継ネットワークの構築。専門家の支援能力の可視化・高度化。 

 
以下の論点について来春までに検討して具体化し、今後５年程度で集中実施。 

・早期・計画的な承継準備の促進 
・経営の見える化、磨き上げ支援 

・団塊世代の円滑な引退・承継 
・後継者が継ぎやすい環境の整備 

プレ承継支援 

・多方面からの後継者マッチング 
・支援策の拡充（税、金融等） 

・黒字廃業の回避 
・産業・地域等の維持・強化 

承継支援 

・承継を契機とした経営革新や
新分野展開等の支援 

・承継を契機とする成長・発
展、経営力強化・生産性向
上 

ポスト承継支援 
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 団塊経営者の引退期を間近に控え、事業承継に関して取り組むべきことを今後5年程度で集中的に実
施する。 

 
以下の３つの重点課題について、それぞれ対応。 

【課題】 

【政策対応
の方向性】 



お願いしたいこと 

１．サプライチェーン全体の機能維持のために、必要に応じ
て、取引先の事業承継が円滑に遂行されるよう、支援に
向けた検討。 

 ・自主行動計画への記載、フォローアップ 
 ・同業種組合等の事業承継ネットワークへの参画 
 
２．サプライチェーンの維持・強化のための事業統合・事業再
編の事例提供。 

 
３．サプライチェーン内の事業承継、事業再編の支援につい
て、今後の検討の方向性についてのご意見等。 
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